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地域住宅計画

令和 5 年度 ～ 令和 9 年度

 １．地域の住宅政策の経緯及び現況

 ２．課題

 計画期間

　栃木県は、首都東京から６０～１６０ｋｍに位置し、人口約２００万人、世帯数約７３万世帯の県であり、昭和３０年代後半からの積極的な企業
誘致により、農業県から工業県に転換し高い成長を遂げてきた。
　優れた自然景観や豊かな歴史・文化遺産を有する観光・リゾート地である県北地域、人口や産業、交通基盤などの機能が集積している県央地域、
歴史・文化と生産・流通機能とが調和した県南地域と本県は地域的に異なった特徴を有しているが、中心市街地の定住人口の減少や少子高齢化の進
展など、共通の課題を抱えている。
　平成３０年住宅・土地統計調査によると、持家５０万９千世帯、公営借家１万６千世帯、民営借家１８万１千世帯、給与住宅１万７千世帯等と
なっている。住宅の居住水準をみると、最低居住面積水準以上の世帯は約４％、誘導居住面積水準以上の世帯は約６４％となっており、それぞれ全
国水準を上回っている。高齢者のいる世帯数の割合については、６５歳以上にあっては全体の約４４％となっており、全国平均を上回り、少子高齢
化が進行している。
　また、耐用年限を２分の１以上経過している公営住宅の割合は県営住宅で約５０％、市町営住宅で約８５％となっており老朽化が進んでいる。
　このような状況の下、近年の施策としては、第３期地域住宅計画において、高齢者の居住に配慮した公営住宅の建設・改修や既存ストックを有効
活用するため長寿命化型改善等を行ってきた。

○公営住宅等の老朽化が進んでおり、必ずしも地域における住宅セーフティネットとしての役割を果たさなくなりつつある。そのため、公営住宅等
の効率的かつ円滑な更新と、長期にわたる入居者の居住の安定確保が課題となっている。

○民間賃貸住宅において、多様化する住宅確保要配慮者の居住の安定の確保を実現していくことが必要となっている。

○少子高齢化が進行しているが、住宅及び居住環境の対応が必ずしも十分でない。そのため、高齢者世帯や子育て世帯など誰もが安心して住み続け
ることができる住宅及び住宅周辺の居住環境の形成が必要となっている。

 計画の名称 　栃木地域第４期

 都道府県名 栃木県 作成主体名
栃木県、宇都宮市､足利市､栃木市､佐野市､鹿沼市､日光市､小山市､真岡市､大田原市､矢板市、
那須塩原市､さくら市､那須烏山市､下野市､上三川町､益子町､茂木町､市貝町､芳賀町､壬生町､
野木町､塩谷町､高根沢町､那須町､那珂川町及び栃木県住宅供給公社



単　位 基準年度 目標年度

県・市町営住宅の長寿命化型改善が行われた住戸数の割合

公営住宅等の長寿命化型改善実施戸数（給排水設備改修等）／計
画に基づく長寿命化型改善実施予定戸数

県・市町営住宅の長寿命化型改善が行われた住戸数の割合

公営住宅等の長寿命化型改善実施戸数（耐震改修、屋上・外壁改
修等）／計画に基づく長寿命化型改善実施予定戸数

公営住宅等の建設又は福祉対応型改善が行われた住戸の割合

（バリアフリー化に対応した公営住宅等の建設戸数＋福祉対応型
改善実施戸数）/管理戸数

老朽化した改良住宅の建替が実施された住戸数の割合

更新住宅の整備戸数　／　更新住宅の整備予定戸数

公営住宅等の耐震改修（耐震診断を含む）事業が実施された住戸
数の割合

耐震性がある住宅の戸数／（管理戸数－除却予定戸数）

公営住宅等における子育て世帯等向けの住戸数の割合

子育て世帯等向けの住戸数／（管理戸数－除却予定戸数）

公営住宅等におけるPFIを導入した団地数の割合

PFIを導入した公営住宅等の団地数／公営住宅等の団地数

老朽化した改良住宅の建替（更新住宅）の推進 % 0% R4 62% R9

公営住宅等におけるPFIを導入した団地数の割合
（那須町に限る。）

% 10% R6 18% R8

公営住宅等におけるバリアフリー化された住戸数の割合 % 19% R4 21% R9

公営住宅等における長寿命化型改善実施率
（防災・安全に係る改善に限る。）

% 0% R4 100% R9

公営住宅等における長寿命化型改善実施率
（防災・安全に係る改善を除く。）

% 0% R4 100% R9

 ３．計画の目標

○住宅確保要配慮者の居住の安定を確保していくため、公営住宅等の建替え及び改善の促進や民間賃貸住宅など民間活力の導入により住宅セーフティネット機能の向上を図る。
○少子高齢化や多様な居住ニーズに対応するため、良質な公的賃貸住宅等の整備及び居住環境の形成を促進する。

 ４．目標を定量化する指標等

指　　標 定　　義 従前値 目標値

公営住宅等における子育て世帯等向けの住戸数の割合
（那須町に限る。）

% 6% R6 19% R8

公営住宅等の耐震化の推進（公営住宅の耐震化率） % 90% R4 93% R9



 ５．目標を達成するために必要な事業等の概要

　　＜事業の概要＞

○地域の実情に応じた適切なセーフティネットを構築するため、公営住宅等整備事業により公営住宅を整備し、併せて公的賃貸住宅家賃低廉化
事業を実施することにより、真に住宅に困窮している県民の居住の安定を確保する。

○既存の公営住宅等の長寿命化等を推進するため、公営住宅等ストック総合改善事業及び住宅地区改良事業等を実施する。

〇多様化する住宅確保要配慮者の居住の安定の確保するため、栃木県住生活支援協議会の充実・強化を図りつつ、民間賃貸住宅を活用した
セーフティネット住宅の普及拡大を図る。

○高齢者世帯や障害者世帯など住宅確保要配慮者の生活の安定及び向上を図るため、公的賃貸住宅家賃低廉化事業等を実施する。

○既存の公営住宅等のバリアフリー化等を推進するため、公営住宅等ストック総合改善事業および住宅地区改良事業等を実施する。



 ６．目標を達成するために必要な事業等に要する経費等

（金額の単位は百万円）

基幹事業 K

交付期間内

事業費

公営住宅等整備事業（防災・安全に係る整備に限る。） 塩谷町 24戸 624

公営住宅ストック総合改善事業（防災・安全に係る改善を除く。） 栃木県 1049戸 1,013

宇都宮市 900戸 670

足利市 30戸 126

栃木市 132戸 130

佐野市 248戸 250

日光市 94戸 77

小山市 196戸 134

真岡市 60戸 76

大田原市 162戸 87

矢板市 １式 4

那須塩原市 384戸 104

上三川町 56戸 49

公営住宅ストック総合改善事業（防災・安全に係る改善に限る。） 栃木県 1777戸 3,407

宇都宮市 2080戸 2,754

足利市 130戸 139

栃木市 220戸 688

佐野市 200戸 383

鹿沼市 131戸 354

日光市 104戸 244

小山市 165戸 112

真岡市 59戸 80

大田原市 232戸 186

那須塩原市 176戸 186

さくら市 58戸 149

那須町 63戸 131

地域優良住宅等整備事業 那須町 50戸 1,225

公的賃貸住宅家賃低廉化事業 那須町 225戸 90

住宅地区改良事業等 栃木県 176戸 3,641

栃木県 3市町 6

17,119合計

規模等
細項目

更新住宅建設事業

住宅新築資金等貸付助成事業（償還推進）



 ７．法第６条第６項の規定に基づく公営住宅建替事業に関する事項

※法第６条第６項に規定する公営住宅建替事業に関する事項を地域住宅計画に記載する場合には、法第12条に規定する施行要件の特例の対象となります。

 ８．法第６条第７項の規定に基づく配慮入居者及び特定優良賃貸住宅の賃貸に関する事項

 ９．その他公的賃貸住宅等の管理等に関する事項

「法」とは、「地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法」をいう。

※法第６条第７項に規定する配慮入居者及び特定優良賃貸住宅の賃貸に関する事項を地域住宅計画に記載する場合には、法第13条に規定する特定優良賃貸住宅の入居者の資格に係る認定の基準の
特例の対象となります。（ただし、一定の要件を満たすことが必要です。）

  特定優良賃貸住宅のうち入居者募集のための措置を講じたにもかかわらず、３ヶ月以上空家である住戸については、配慮入居者に賃
貸することができるものとする。
　
　賃貸住宅等の空き家を、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第８条の規定に基づく住宅確保要配慮者円滑
入居賃貸住宅として有効活用する。


